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研究成果の概要（和文）：能登半島地震震源域の地震波減衰構造とその時間変化を調べるため，2011年および20012年
にそれぞれ３か月と５か月の臨時地震観測を実施した．P 波とS 波のスペクトル比データからQp/Qs 分布を求める方法
を開発し，2007年の観測で得られた地震波形データに適用した
．その結果，能登半島西岸部を通る波線でQp/Qsが高くなること，半島内部を通る波線でQp/Qsが低くなる傾向が示され
た．同様の方法を2011年、2012年の観測データに適用したところ、2007年度のデータで求められたのとほぼ同じ値とな
り、両者の間で地震波減衰構造に対し、顕著な時間変化があったとは言えないことが分かった．

研究成果の概要（英文）：Tsumura et al.(2012) mapped a seismic attenuation (Qp) structure in the source reg
ion of the 2007 Noto Hanto earthquake.  The results show low Qp zone is seen at the main shock fault, wher
e aftershocks' activity is high. Next we made Qp/Qs estimation for several ray paths by using spectral rat
io method. Obtained Qp/Qs for the low Qp zone in the main shock fault is higher than that of the surroundi
ng area. In conjunction with other geophysical data, these attenuation features might be caused by the rup
ture of the main shock.
To detect the temporal change of seismic structure near the source region, we made the other temporary sei
smic observations in 2011 and in 2012. In these observations, we set seismic stations, whose locations wer
e same as those of 2007 observation. The result for 2011 and 2012 observation data shows that ray paths ha
ving high Qp/Qs concentrated on the west coast area of Noto Peninsula where high Qp/Qs was observed in 200
7, and temporal change of  Qp/Qs was not clear.
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１． 研究開始当初の背景 
(1) 近年，高品質な地震波形データが使用で

きるようになり，地下構造把握のため，
地震波速度のほか，地震波減衰が研究さ
れるようになった． 
 

(2) 内陸地震発生域の不均質構造把握のため，
稠密な地震観測網を敷いて自然地震観測
が行われるようになった．特に本研究の
対象地域である能登半島震源域では
2007 年の本震発生直後に，観測点間隔 2，
3㎞で約 80点の臨時地震観測点が設置さ
れ，本震直後の波形データが収録された． 

 
(3) 地震波の減衰を引き起こす原因はクラッ

ク，水やマグマなどの流体の存在，温度
の影響などが挙げられるが，地殻内での
地震波減衰に関しては，流体やクラック
の影響が支配的であると考えられている
[e.g. Winkler and Murphy(1995)]．特に
流体に関する減衰では，流体の存在形態
によって，P 波と S 波で減衰の度合いに
差があるため，P 波に関する減衰と S 波
に関する減衰を求めることによって，地
下の状態に関する新しい知見が得られる
可能性があった． 

 
(4) このように岩石の破砕や流体の存在に敏

感である地震波減衰から，本震から 4，5
年たった研究開始時に，地殻浅部におけ
る地震断層の状態が本震直後と変化した
ことを検出できる可能性があった． 

 
２．研究の目的 
(1) まず S 波減衰を表す Qｓを安定的に求め

る方法を新しく開発し，それを使って
2007 年能登半島地震本震震源域周辺で
の詳細な地震波減衰構造を求める． 
 

(2) 2007 年の本震直後に行われた臨時地震
観測の観測点と同一の場所で自然地震観
測を行い，当時と本震数年後の地下の状
態に変化があるかどうか明らかにする． 

 
３．研究の方法 
（1）S 波減衰について調べる前に，2007 年
に能登半島地震震源域で実施された稠密地震
観測(図１×)の波形データを用いて，同領域
の P 波減衰構造を 3 次元的に推定する． 
 
（2）（1）で求めた P 波減衰の値を使い，P
波と S 波のスペクトル比から，Qp/Qs を求め
る手法を開発する． 
 
（3）（2）で開発した方法を 2007 年の観測で
得られた地震波形データに適用し，2007 年に
おける Qp/Qs の空間的な特徴を明らかにす
る． 
 
（4）（2），（3）の作業と並行して 2011 年 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
および 2012 年度に能登半島地震震源域で臨
時自然地震観測（図 1 ■ 2011＋2012 年， 
■2012 年)を行い，本震から４～5 年経過後
の地下構造推定のための地震波形データを収
集する． 
 
（5）2011 年，2012 年に行った臨時地震観測
で得られた地震波形に（2）の解析方法を適
用し，Qp/Qs の特徴を求める． 
 
（6）（5）で得られた Qp/Qs の結果と（3）
で得られた結果を比較することにより，本震
震源域における地震波減衰に変化があった否
かを考察する． 
 
４．研究成果 
（1）まず初年度は，稠密地震観測網で得られ
た P波初動スペクトルから能登半島地震震源
域の地震波減衰構造を明らかにした．その結
果，能登半島西岸の下で震源断層に沿って地
震波の Q値が低下する領域があることが明ら
かになった．陸域下では余震の発生している
領域で周囲より地震波減衰が大きくなる傾向
が見られた． 
 
(2)次に P波と S波のスペクトル比を取り，そ
の傾きとQp値を用いてQp/Qs値を推定する方
法を 2007 年の周密地震観測点 10 点で得られ
た波形データに適用した．その結果を図 2と
図 3に示す． 
図 2からわかるように波線に沿って平均さ

れた Qp/Qs 値が相対的に大きいもの（赤線）
は能登半島西岸付近に集中する傾向がある．
一方，内陸側の波線では Qp/Qs 値は海岸部よ
り相対的に低い． 
図 3 は Qp/Qs の求められた波線を、P 波減

衰構造に重ねて描いたものである．Qp/Qs が
2.25 以上となった波線はＰ波の減衰の大き
かった領域付近を通っているのに対し，Qp/Qs
が 1～2.25 となった波線は相対的に減衰の小
さかった地域を通っていることがわかった． 

 
図 1 2007 年，2011 年，20012 年に行われ
た余震観測および臨時観測点と，Qp/Qs 値を
求めるために使った地震の震央分布 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
波線が通過する岩石の種類によっても Qp

値に差がでるが，同じ岩石の同じ Qp 値に対し，
Qp/Qs が大きいとは，Qsがより小さいことを
表す．地殻浅部において Qs の低下する原因と

して指摘されているのはクラックや流体の存
在である．また流体の飽和度も Qp/Qs 値に影
響を与えると言われ，完全飽和状態での
Qp/Qs 値は部分飽和状態での Qp/Qs 値より大
きくなるという実験結果を踏まえると，得ら
れた減衰の結果は，能登半島地震本震で破壊
された震源断層付近に存在する破砕領域に，
水などの流体がほぼ完全に入り込み，Ｓ波を
特に減衰させていた，もしくは破砕自体によ
って地震波減衰が増加したことを示すと解釈
される． 
 
(3)2012年度からは2011年以降の観測データ
で得られた地震波形に Qp/Qs を推定する方法
を適用した．ただ，2011 年以降の地震観測は，
観測期間が短いうえ，余震活動も少なくなっ
てきた時期なので十分な個数の地震が確保で
きなかった．そこで 2007 年に収録されたのと
ほぼ同じ経路を通る波形データを選別し解析
を行った 
図 4，図 5に 2011 年以降のデータについて

Qp/Qs の求められた波線を描いたものを示す．
この結果でも， Qp/Qs 値が相対的に大きいデ
ータは能登半島西岸付近に集中する傾向が見
られた（図 4の赤線）．これは 2007 年の結果
で見られた特徴と一致していた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5 を見ると，Qp/Qs 値が高い波線は少な

くなっているが，2007 年に得られた結果（図
3）と比較すると，同じ経路に対しほぼ同じ
Qp/Qs の値が推定された．このことは Qp 値が
2007 年時と変化していない場合，顕著な Q値
の変化がなかったことを示唆する．ただし，
今回の波形データから2007年時とP波の減衰
が時間的に変化したかどうかの検証は十分行 

 

図 2 波線ごとの Qp/Qs 値の分布 

 

 
 
図 3 波線ごとに平均した Qp/Qs の分布を
Qp 構造に重ねたもの 
 

 

図 4 波線ごとの Qp/Qs 値の分布 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
えなかったので，クラックや流体の状態に影
響を受けやすい S波減衰が実際に各領域で変
化したかどうかを厳密にいうことは難しい．
今後このような研究を行う時には本震から時
間が経過した後の P波の取り扱いをどのよう
にするか検討が必要である． 
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図 5 波線ごとに平均した Qp/Qsの分布を
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